
公立大学法人会津大学 

２０２３年度決算の概要について 

１ 公立大学法人の財務諸表等 （地方独立行政法人法第３４条） 

公立大学法人は、住民その他の利害関係者に対し財政状態や運営状況に関する説明責任

を果たし、自己の財務状況を客観的に把握する観点から、財務諸表等の作成と公表が義務

付けられている。 

財務諸表等は、事業年度の終了後、３か月以内に作成し、監事及び会計監査人の監査を

受けたうえで、設立団体の長である知事へ提出し、その承認を受ける必要がある。 

財務諸表の種類 内容 

貸借対照表 当該年度の財政状態を表すもの 

損益計算書 年度末における経営状況を表すもの 

純資産変動計算書 当該年度の純資産の動きを表すもの 

キャッシュフロー計算書 資金収支の状況を表すもの 

利益の処分に関する書類 利益処分の内容を明らかにするもの 

附属明細書及び注記 財務諸表の補足、内訳、会計方針等 

《添付書類》 

○「事業報告書」：事業実施状況に関する主要事項を記載（内容は別途提出する業

務実績報告書に同じ。） 

○「決算報告書」：予算の執行状況を表示

○「財務諸表、事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び決算報告書に関する

監事の意見及び会計監査人の意見」 

２ 公立大学法人の会計基準 

公立大学法人の財務諸表は、企業会計を基本としながらも、完全な独立採算を前提とし

ていないこと、及び利益の獲得を目的としない等の特殊性を踏まえた「地方独立行政法人

会計基準」に基づいて作成される。 

会計基準の改訂により、当事業年度から固定資産の減価償却費に対応した収益を計上す

るための勘定科目である資産見返負債が廃止されたため、当事業年度の期首における資産

見返負債のうち、２０億７千万円を臨時利益として収益化している。 



３ ２０２３年度決算概要 

(1) 貸借対照表（財政状態）

① 資産

資産の総額は、前年度比４億９千１百万円増（２．６％）（以下、特に断らない限り

前年度比）の１９２億４千７百万円となっている。 

資産のうち固定資産は、１５９億３千７百万円であり、主な資産は、土地、建物及

び教育研究機器等で、総資産額の８２．８％を占めている。 

また、流動資産は３３億９百万円で、主なものは現金及び預金２７億９千８百万円

である。なお、この中には、４月に支払うこととなった未払金４億９千６百万円が含

まれている。資産の主な増加要因は、ネットワークシステム等のリース契約を更新し

たことに伴い、リース資産が増加したことによるものである。 

② 負債

負債の総額は、２１億４千８百万円減（△４５．７％）の２５億４千９百万円とな

っている。 

負債のうち固定負債は１５億５千４百万円であり、補助金を財源とした固定資産の

未償却残高に対応する長期繰延補助金等９億１百万円、計算機システム等の長期リー

ス債務６億３千４百万円などを計上している。

また、流動負債は９億９千５百万円で、未払金４億９千６百万円、計算機システム

等の短期リース債務３億２千３百万円などを計上している。 

負債の主な減少要因は、会計基準の改訂に伴い資産見返運営費交付金５億７千５百

万円、資産見返寄附金１億３千７百万円、資産見返物品受贈額１３億３千５百万円、

建設仮勘定見返運営費交付金６百万円、特許権仮勘定見返運営費交付金１千６百万円

を振り替え、臨時利益として収益化したことにより資産見返負債が ２０億７千万円

減となったことによるものである。 

③ 純資産

純資産の総額は、２６億４千万円増（１８．７％）の１６６億９千７百万円となっ

ている。 

純資産のうち、資本金は、大学運営の基盤となる県からの土地・建物等の現物出資

であり、総額は１９９億４千７百万円である。 

資本剰余金は、△７９億１千６百万円であり、その内訳は、県から譲与を受けた構

築物等の資産に創明寮等目的積立金を財源に取得した資産を加えた２８億１千３百万

円、県出資等資産にかかる減価償却相当累計額△１０３億５千５百万円、県出資等資

産に係る除売却差額相当累計額△３億７千５百万円である。 

利益剰余金は、４６億６千６百万円で、前中期目標期間繰越積立金（目的積立金）

等に当期末未処分利益３１億２千４百万円を加えた金額である。 

純資産の主な増加要因は、会計基準の改訂に伴い資産見返負債を臨時利益に収益化

したことにより、利益剰余金が２８億７千６百万円増（１６０．７％）となったこと

によるものである。 
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公立大学法人会津大学

貸　借　対　照　表　の　概　要
（２０２４年３月３１日）

（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】

Ⅰ　固定資産 15,937 ( 82.8%) Ⅰ　固定負債 1,554 ( 8.0%)

１．有形固定資産 15,880 ( 82.5%) 長期繰延補助金等 901 ( 4.6%)

土地 6,583 ( 34.2%) 長期リース債務 634 ( 3.2%)

建物 16,668 ( 50.8%) 預り保証金 16 ( 0.0%)

減価償却費累計額 △10,355 (△26.1%) その他 1 ( 0.0%)

構築物 1,169 ( 6.0%) Ⅱ　流動負債 995 ( 5.1%)

減価償却費累計額 △926 (△4.8%) 運営費交付金債務 0 ( 0.0%)

工具器具備品 2,644 ( 5.5%) 寄附金債務 63 ( 0.3%)

減価償却費累計額 △1,478 (△4.4%) 未払金 496 ( 2.5%)

小計 14,305 ( 74.3%) 短期リース債務 323 ( 1.6%)

図書 1,464 ( 7.6%) その他 111 ( 0.0%)

その他 10 ( 0.0%) 負債の部合計 2,549 ( 13.2%)

建設仮勘定 99 ( 0.5%) 【純資産の部】

２．無形固定資産 55 ( 0.2%) Ⅰ　資本金 19,947 ( 103.6%)

特許権 20 ( 0.1%) Ⅱ　資本剰余金 △7,916 ( 9.1%)

商標権 0 ( 0.0%) 資本剰余金 2,813 (△53.8%)

ソフトウェア 16 ( 0.0%) 減価償却相当累計額 △10,355 (△53.8%)

その他（電話加入権等） 0 ( 0.0%) 除売却差額相当累計額 △375 (△1.9%)

特許権仮勘定 17 ( 0.0%) Ⅲ　利益剰余金 4,666 ( 24.2%)

３．投資その他資産 1 ( 0.0%) 前中期目標期間繰越積立金 133 ( 0.6%)

長期前払費用 1 ( 0.0%) 積立金 4 ( 0.0%)

その他 0 ( 0.0%) 目的積立金 1,405 ( 7.3%)

Ⅱ　流動資産 3,309 ( 17.1%) 当期末未処分利益 3,124 ( 16.2%)

現金及び預金 2,798 ( 14.5%) 純資産の部合計 16,697 ( 86.7%)

その他 510 ( 0.0%)

資産の部合計 19,247 ( 100.0%) 負債純資産合計 19,247 ( 100.0%)

【対前年度増減】 （単位：百万円）

固定資産 固定負債 資本金

流動資産 流動負債

15,937 19,947
3,309

16,041 19,947
2,714

491 △2,148
△103 0

595
注）単位未満を切り捨て処理しており、計は必ずしも一致しない。

①

②

③ 純資産の主な増加要因は、会計基準の改訂に伴い資産見返負債を臨時利益に収益化したことにより、利益剰余金が２８億７千６百万円増（１６０．７％）となっ
たことによるものである。

増減
( 18.7%)(△45.7%)( 2.6%)

2,640

資産の主な増加要因は、ネットワークシステム等のリース契約を更新したことに伴い、リース資産が増加したことによるものである。

△1,621
△527

負債の主な減少要因は、会計基準の改訂に伴い資産見返運営費交付金５億７千５百万円、資産見返寄附金１億３千７百万円、資産見返物品受贈額１３億３
千５百万円、建設仮勘定見返運営費交付金６百万円、特許権仮勘定見返運営費交付金１千６百万円を振り替え、臨時利益として収益化したことにより資産見
返負債が ２０億７千万円減となったことによるものである。

区分

２０２３年度

２０２２年度

16,697

14,056

資産の部 負債の部 純資産の部

19,247

18,755

2,549

4,698 3,175

1,554
995

1,522
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(2) 損益計算書（経営状況）

① 経常費用

経常費用の総額は、１億４百万円増（２．１％）の４９億２千２百万円となってい

る。 

経常費用の主な内訳は、教育研究経費１６億５千万円、人件費２４億６千５百万円、

一般管理費６億２千２百万円である。 

経常費用に占める人件費の割合は５０．０％、教育研究経費は３３．５％となって

おり、この２つで経常費用の８３．６％を占めている。また、本法人においては、教

育研究の基盤である計算機システムの機器賃借料・保守にかかる経費が大きい。 

経常費用の主な増加要因は、施設設備の更新・修繕等工事のうち、費用として計上

する修繕費が増加したことによるものである。 

② 経常収益

経常収益の総額は、４億３千９百万円増（８．８％）の５４億３千５百万円となっ

ている。 

経常収益のうち、県からの運営費交付金収益が３６億５千万円で経常収益の６７．

１％を占め、また、授業料や入学料等の学生納付金収益が１０億７百万円で経常収益

の１８．５％を占めている。 

経常収益の主な増加要因は、光熱費増嵩分の特殊要因経費措置、また、会計基準の

改訂に伴う資産見返負債廃止により、運営費交付金収益が増加したことによるもので

ある。 

➂ 臨時損益

臨時利益から臨時損失を差し引いた臨時損益は、２５億４千１百万円増の２５億２

千７百万円となっている。 

臨時損益の主な増加要因は、会計基準の改訂に伴い資産見返運営費交付金等を振り

替え、臨時利益として収益化したことによるものである。 

➃ 目的積立金取崩額

目的積立金取崩額は、施設改修経費等の財源として２億４千７百万円使用したう

ち、資産計上分を除く８千４百万円を計上したものである。 

➄ 当期総利益

以上から、２０２３年度の当期総利益は、３１億２千４百万円（対前年比

１６６３．５％、２９億４千７百万円増）となったところである。 
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公立大学法人会津大学

損　益　計　算　書　の　概　要
（２０２３年４月１日～２０２４年３月３１日）

（単位：百万円）

【経常費用】

業務費 4,274 ( 86.8%)

教育経費 448 ( 9.1%)

研究経費 489 ( 9.9%)

教育研究支援経費 712 ( 14.4%)

教育研究経費小計 1,650 ( 33.5%)

受託研究等経費 158 ( 3.2%)

役員人件費 105 ( 2.1%)

教員人件費 1,568 ( 31.8%)

職員人件費 791 ( 16.0%)

人件費小計 2,465 ( 50.0%)

一般管理費 622 ( 12.6%)

財務費用 26 ( 0.5%)

雑損 0 ( 0.0%)

経常費用合計 4,922 ( 100.0%)

【経常収益】

運営費交付金収益 3,650 ( 67.1%)

学生納付金収益 1,007 ( 18.5%)

受託研究等収益 211 ( 3.8%)

寄附金収益 60 ( 1.1%)

補助金等収益 418 ( 7.7%)

その他 86 ( 1.5%)

経常収益合計 5,435 ( 100.0%)

経常利益 512 ( 9.4%)

臨時損失 （固定資産除却損） 17

臨時利益 （運営費交付金収益、資産見返負債戻入） 2,544

当期純利益 3,039

目的積立金取崩額 84

当期総利益 3,124

【対前年度増減】 （単位：百万円）

経常費用 経常収益 経常利益 臨時損益
目的積立金
取崩額

当期総利益

4,922 5,435 512 2,527 84 3,124

4,818 4,995 176 △13 14 177

104 439 335 2,541 70 2,947
(2.1%) (8.8%) (189.6%) (495.9%) (1,663.5%)

注）単位未満を切り捨て処理しており、計は必ずしも一致しない。
①

②

区分

2023年度

2022年度

増減

経常費用の主な増加要因は、施設設備の更新・修繕等工事のうち、費用として計上する修繕費が増加したことによるものである。

経常収益の主な増加要因は、光熱費増嵩分の特殊要因経費措置、また、会計基準の改訂に伴う資産見返負債廃止により、運営費交付金収
益が増加したことによるものである。
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４ 当期総利益の処分等 （地方独立行政法人法第４０条） 

(1) 利益の処分制度

公立大学法人における利益処分制度は、公立大学法人が効果的・効率的に事業を実施

し、自己収入の増加あるいは費用の節減などの創意工夫により生じた利益として、知事

から経営努力として承認されたものは「目的積立金」となり、当初から使途が特定され

ている特殊要因経費からの利益については「積立金」として処分する制度となっている。 

「目的積立金」は、翌事業年度以降、教育研究の質の向上及び組織運営の改善等中期

計画で定めた使途に充当することができるが、「積立金」は、翌事業年度以降、損失が

発生した場合の補填等にのみ充てることができる。 

(2) 利益の処分（案）

中期目標期間最終年度は、当該年度の当期総利益、これまでの「目的積立金」と「積

立金」の残額を全て「積立金」として整理する。 

「積立金」のうち知事の承認を受けた金額を翌中期目標期間の「目的積立金」として

繰り越すことができ、残余は、県に納付し精算する。 

本法人においては、財務諸表の「利益の処分に関する書類（案）」のとおり、当期総利

益の全額及び目的積立金の残額１５億３千８百万円を合わせた合計額４６億６千２百万

円を「積立金」に振り替えることとし、「積立金」の期末残高は４６億６千６百万円とな

る予定である。 

なお、経営努力として承認された目的積立金の残余に、当期総利益における目的積立

金相当額、及び、会計基準改訂に伴う資産見返負債廃止による積立金相当額を加えた額

については、次期中期目標期間への繰越の申請をする予定であり、残余については県に

返還納付することとなる。 

５ その他主要表  

(1) 純資産変動計算書

２０２３年度の純資産は、１６６億９千７百万円（対前年比１８．７％、２６億４千万

円増）となったところである。 

主な増加要因は、利益剰余金が会計基準の改訂に伴い資産見返負債を臨時利益に収益化

したこと等により２８億７千６百万円増（１６０．７％）の４６憶６千６百万円とな っ

たことによるものである。 

（単位：百万円） 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 純資産合計 

当期首残高 19,947 △7,680 1,789 14,056 

当期変動額 - △236 2,876 2,640 

当期総利益 - - 3,124 3,124 

当期末残高 19,947 △7,916 4,666 16,697 

(2) キャッシュ・フロー計算書

損益計算書は発生主義により作成するため、必ずしも資金の状況とは一致しないこと

から、資金の出入り状況を把握するために、業務活動・投資活動・財務活動に区分した

キャッシュ・フロー計算書を作成することが定められている。

本法人の資金期末残高は、２２億９千８百万円であった。
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 （単位：百万円） 

金額 

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 918 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー(B) △624

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー(C) △334

Ⅳ資金増加額（又は減少額）（D=A+B+C） △40

Ⅴ資金期首残高(E) 2,339 

Ⅵ資金期末残高（F=E+D） 2,298 

６ 添付資料 

(1)事業報告書

２０２３年度の事業実施状況に関する主要な事項を記載したもの。

(2)決算報告書

法人の財務諸表が企業会計の下に作成されていることから、これらを県の会計に合わ

せて作成したもの。 

  （単位：百万円） 

区分 予算 決算 

収入 5,712 5,988 

運営費交付金収入 

補助金等収入 

学生納付金収入 

その他収入 

3,788 

378 

952 

590 

3,788 

626 

1,008 

564 

支出 5,712 5,221 

教育研究経費 

一般管理費 

その他支出 

3,198 

1,881 

632 

3,083 

1,511 

627 

収入―支出 0 767 

7



【参考】

法人決算

利 益 処 分

積立金

目的積立金

【使途】
教育研究の質の向上及び

組織運営の改善

剰余金
発生

承認
申請

知事

承認

前中期目標期間繰越積立金

（知事承認：次期中期計画事業財源）

又は県に返還

取り崩し

中期計画

利 益 処 分 の 流 れ

教育研究の質の
向上及び組織運
営の改善のため
の財源として

損失発生

次期中期目標

損失発生

積立金

【中期計画最終年度】

当期未処
分剰余金

目的積立金残額
振替
積立
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